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活用意向あり

認定済み ２８団体

１１２団体
令和３年度中認定見込 ２７団体
令和４年度中認定見込 １８団体
認定時期未定 ３９団体

検討中 ４４８団体
制度活用の意向なし １，０１８団体
回答なし １４０団体

計 １，７１８団体

特定地域づくり事業協同組合 認定の見込みについて

１．令和３年１２月１日時点の制度活用意向調査（悉皆調査）



特定地域づくり事業協同組合制度 組合認定時期の見込み（Ｒ３年１２月１日現在）

認定済み 令和３年度中 令和４年度中 未 定 団体数
北海道 下川町 名寄市、初山別村、中頓別町 石狩市 上士幌町 ６
青森県 南部町 つがる市、東北町 ３
岩手県 葛巻町 大槌町、軽米町 ３
秋田県 東成瀬村 五城目町 ２
山形県 小国町 川西町、白鷹町、飯豊町 ４
福島県 金山町 只見町 楢葉町 柳津町、三島町、昭和村 ６
栃木県 益子町 茂木町 ２
群馬県 上野村、嬬恋村 みなかみ町 ３
埼玉県 小鹿野町 １
新潟県 粟島浦村 上越市 ２
石川県 珠洲市 １
福井県 池田町 １
山梨県 早川町、丹波山村 ２
長野県 生坂村、小谷村 長野市、麻績村、筑北村、

飯綱町 ６
岐阜県 白川町 １
静岡県 島田市、西伊豆町 ２
愛知県 設楽町 １
京都府 綾部市 １
兵庫県 淡路市、香美町 養父市 ３
奈良県 明日香村、川上村 ２
和歌山県 紀の川市 １
鳥取県 若桜町、智頭町、日野町 ３
島根県 浜田市、安来市、奥出雲町、

飯南町、津和野町、海士町
雲南市、邑南町、西ノ島町、

知夫村 益田市、隠岐の島町 大田市、川本町、吉賀町 15
岡山県 新庄村 １
広島県 安芸太田町、神石高原町 東広島市 ３
山口県 萩市 １
徳島県 三好市 美馬市 勝浦町、東みよし町 ４
愛媛県 松野町 鬼北町 ２
高知県 東洋町 馬路村 高知市、いの町、津野町、

黒潮町 ６
佐賀県 唐津市、みやき町 小城市 上峰町 大町町 ５
長崎県 壱岐市、五島市 対馬市、雲仙市 平戸市、新上五島町 ６
熊本県 五木村 あさぎり町 ２
宮崎県 諸塚村 １
鹿児島県 和泊町、知名町 南種子町、与論町 三島村、湧水町、天城町 ７
沖縄県 宮古島市、渡名喜村、久米島町 ３

35道府県 28市町村（16道県） 27市町村（18道府県） 18市町（13道県） 39市町村（20道県） 112市町村2



令和３年11月1日時点で在籍している派遣職員の総数は、61名。

○調査概要

特定地域づくり事業協同組合 派遣職員の状況について

男女別にみるとやや男性が多い ７５％の職員が２０代・３０代

【男女比】 【年代比】

男性
３３人（５４%）

20歳代 32人
（52％）

30歳代 14人
（23％）

40歳代 ８人
（13％）

50歳代 ３人
（５％）

60歳代以上 ４人
（7％）

３

女性
２８人（４６%）



特定地域づくり事業協同組合 派遣職員の移住状況について

派遣職員は６割強が地域外からの移住者

他の都道府県から移住
39人（64％）

組合のある市町村内に
以前から居住
16人（26％）

※うち2名が地域おこし協力隊の経験者

転居を伴わずに
市町村外から通勤

5人（8％）

組合のある都道府県内
の他の市町村から移住

1人（2％）

うち、９名
がUターン者

４
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